
社ヽ会資本整備審議会建築分科会 第3回 建築基準制度部会

日時:平成25年 1月 25日 (金 )10:00～ 12:00

場所:合同庁舎2号館低層棟共用会議室2A12B

議 事 次 第

1.開  会

2.議 事

(1)住宅 口建築物の耐震化促進方策のあり方について
(2)委員からの意見表明
(3)意見交換

3. 閉 会
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資料 1

社会資本整備審議会

建築分科会 建築基準制度部会委員名簿

委  員 0 浅見 泰司   東京大学教授
工藤 和美   東洋大学教授
◎ 久保 哲夫   東京大学名誉教授
櫻井 敬子   学習院大学教授
向殿 政男   明治大学理工学部教授

臨 時委 員  大森 文彦  東洋大学教授 口弁護士
坂本 雄三   (独)建築研究所理事長
高木 佳子   弁護士 (元日弁連副会長)
辻本 誠    東京理科大学教授
中島 正愛   京都大学教授
長谷見雄二   早稲田大学理工学術院教授
深尾 精―   首都大学東京教授
古阪 秀三   京都大学大学院准教授
南  ―誡   芝浦工業大学教授

専 門委 員  秋山 一美   (社 )住宅生産団体連合会
建築規制合理化委員会委員長

芦原 太郎   (社 )日本建築家協会会長
石川 忠幸   (社 )全国中小建築工事業団体連合会技術専門委
河野 晴彦   (社 )日本建設業連合会設計委員長
後藤 伸―   (公 ・社)日本建築士会連合会

制度本委員会副委員長

齋藤 拓生   弁護士
澤田 雅紀   全国建設労働組合総連合住宅対策部長
砂川 俊雄   東京都都市整備局市街地建築部長
宮原 浩輔   (社 )日本建築士事務所協会連合会

基本問題検討特別委員会委員

(◎ :部会長、O:部会長代理、平成 24年 12月 18日現在)



資料2

今後の建築基準制度のあり方について
「住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方について」
(第一次報告X骨子案)

0国土交通省



0国土交通省

目  次
1.現状認識

(1)耐震化目標

(2)東日本大震災での教訓

(3)想定される大地震への対策の切迫性

2.耐震化の阻害要因(課題)

3.住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方

(1)耐震化促進方策の基本的な方向性

(2)講ずべき施策(案 )

①支援策の充実による耐震化に要する費用負担の軽減

②耐震性の必要性を認識させるための耐震診断の徹底等

③信頼できる業者の育成

④適切な工法口費用口効果等が判断可能な情報提供日本目談体制の充実

⑤居住口使用状況に大きな支障を来さない新たな耐震改修工法の活用促進



1.現状認識 0国土交通省

(1)耐震化目標
○「地震防災戦略」(中央防災会議策定 (H17年 ))において、住宅・建築物の耐震化目標を平成27年まで
に90%と設定し、さらに住宅については、新成長戦略 (H22年 6月 閣議決定)、 住生活基本計画 (H23年
3月 閣議決定)、 日本再生戦略(H24年 7月 閣議決定)において、平成32年までに95%と設定。
O耐 震化率は平成20年時点で住宅が約79%、 特定建築物が約80%となっている。平成20年までに達
成すべき数値よりも約2%マイナスの状況。

(2)東日本大震災での教訓l
O東 日本大震災においては、内陸市町村において建築物の甚大な被害が発生。
○ 東日本大震災を受けて、中央防災会議においては、「建築物の倒壊は、死者発生の主な要因となるとと
もに、火災の発生や延焼、避難者・災害廃棄物の発生など被害拡大と応急対策活動の阻害の主な要因と
なることから、建築物の耐震化については、引き続き、計画的に取り組むとともに、耐震補強の必要性に
ついて啓発活動を強化し、また、財政面での支援方策について配慮すべきである。」と指摘。(「東北地方
太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」(座長・河田恵昭関西大学教授)報告
(平成23年 9月 28日 ))

(3)想定される大地震への対策の切迫性

○ 現在、東日本大震災を踏まえ、中央防災会議において、南海トラフ巨大地震、首都直下地震の被害想
定と対策の見直し中。
Oこ の中において、
口住宅・建築物の耐震診断・耐震改修について一層の推進
・ 庁舎、消防署など災害時の拠点となる施設や、学校、病院、駅等多数の者が利用する施設について、
円滑な応急活動の確保や被災者の発生の抑制を図るため、耐震診断、耐震改修を一層推進
・ 危険物の施設における耐震対策の強化

等の指摘。



2.耐震化の阻害要因(課題 )
⑫ 国土交通省

○ 耐震改修をしない要因としては、国や地方公共団体のアンケート等によれば、次のものが挙げられる。

耐震化に要する費用負担が大きい

耐震性があるという認識など、耐震化が不要と考えている

業者の選定が難しい

工法・費用'効果等が適切であるかどうかの判断が難しい

工事中の使用が制約されることへの懸念がある(テナント・入居者に迷惑をかけたくないなど)

区分所有者の合意形成が難しい

O平成23年度国土交通省政策レビュー評価書より

■耐震改修を実施しない理由(複数回答)

○横浜市調べ(特定建築物所有者を対象としたアンケート結果)

肇にお願いしてよいかわからない

盛饉進議7)

①
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③
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⑤
⑥
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3.住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方 ⑫
¨
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(1)耐震化促進方策の基本的な方向性

○ 耐震化の阻害要因(課題)に対し、次のような方向で具体的な施策を検討する必要がある。
① 支援策の充実による耐震化に要する費用負担の軽減
② 耐震化の必要性を認識させるための耐震診断の徹底等
③ 信頼できる業者の育成
④ 適切な工法・費用・効果等が判断可能な情報提供・相談体制の充実
⑤ 居住・使用状況に大きな支障を来さない新たな耐震改修工法の活用促進

■阻害要因

① 耐震化に要する費用負担が大きい

② 耐震性があるという認識など、耐震化が不要と
考えている

③ 業者の選定が難しい

④ 工法・費用・効果等が適切であるかどうかの判
断が難しい

⑤ 工事中の使用が制約されることの懸念がある
(テナント・入居者に迷惑をかけたくない)

① 支援策の充実による耐震化に要する費用負担の軽減

② 耐震性の必要性を認識させるための耐震診断の徹底

③ 信頼できる業者の育成

④ 適切な工法・費用・効果等が判断可能な情報提供・相
談体制の充実

⑤ 居住・使用状況に大きな支障を来さない新たな耐震改
修工法の活用促進

一４



3。 住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方
９
一
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① 支援策の充実による耐震化に要する費用負担の軽減
○ 耐震化に要する費用負担の軽減のため、耐震診断や耐震改修等に対する助成の充実を図るとともに、

融資口税制などによる支援を実施する。

Oあ わせて地方公共団体における支援制度の創設・充実を促す。
【現行の支援策】

社会資本整備総合交付金

(住宅・建築物安全ストック形成事業)

■住宅・建築物
・耐震診断 国 1/3
・耐震改修 国 11 5%、 緊急輸

※地方公共団体が補助制度を整備している場合に限り、国も交付

金で支援を実施

住宅金融支援機構による融資 (住宅)

○個人向け、マンション管理組合向け融資の実施

耐震改修促進税制 (住宅)

○所得税(H25まで)
耐震改修費等の10%(上限20万円)を所得税から控除
○固定資産税 (H2フまで)

工事翌年の1年間、固定資産税額(120ざ相当部分ま
で)を 1/2に減額

【予算要求】

■特に多数の者が利用する建築物等の耐震化に対す

る重点的・緊急的支援【H25当初要求】
特に多数の者が利用する大規模建築物、災害時の機能確保
が必要な緊急輸送道路等沿道建築物等の耐震化について、通
常の助成制度に加え、国が重点的・緊急的に支援する仕組み
を創設する。

(通常の社会資本整備総合交付金による国費分を含む助成率 )

(上記の他、社会資本整備総合交付金を活用した既存の耐震補助制度がない地方公

共団体の区域においても一定の支援)

■住宅の耐震改修等に対する支援の充実・強化【H2備
正予算案】

通常の支援に加え、30万円/戸を追加支援
(国 :15万円/戸 ,地方公共団体:15万円/戸)等

O耐震診断 国 1/3     ⇒ 1/2
0耐震改修 国 11.5%,1/3⇒ 1/3,2/5

【平成25年度税制改正案】

■耐震改修促進税制(住宅)の拡充
○所得税(H29まで延長 )

H264～ H2912の控除限度額を25万円に拡充
○固定資産税(H27まで)                ,
特に重要な避難路沿道にある住宅は2年間¬/2減額に拡充



3。 住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方
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(2)講ずべき施策(案 )
② 耐震性の必要性を認識させるための耐震診断の徹底等
住宅・建築物の耐震化の必要性を認識させるとともに、公表・表示制度や宅地建物取引業法の重要事項説明を通じて、利用者
の選択や市場メカニズムを活用した建築物の耐震化の促進を図る。

① 全ての住宅・建築物に対する耐震診断・耐震改修に係る努力義務を課すとともに、所管行政庁による指導・助言を実施する。

② 地震発生時の国民への影響が大きく、優先度が高いと考えられる、特に多数の者が利用する大規模な特定建築物、地震災害
対策上特に重要な建築物(緊急輸送道路等沿道建築物、防災拠点施設)等について、所有者に対して耐震診断の義務付けを
実施し、所管行政庁が結果を公表する。公表された結果をもとに、所管行政庁による耐震改修の指導・助言・指示、指示に従わ
ない場合の公表を行う。
なお、耐震診断の義務化対象については、耐震診断の進捗状況等を踏まえ、計画的に順次拡大する。

③ 耐震診断により耐震性を有することが判明した建築物や、耐震改修により耐震性を確保できた建築物等について、耐震性を
有している旨を表示する制度を創設する。

病院、百貨店等の不特定多数の者が利用する建築物及び

学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する建築物のうち大
規模なもの等

地方公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建

勘

都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物

|

|

に

一

―
      

―
              

―
        

―
― ― ― ― ― ― ―

―
     

― ― ― ― ― ― ― ―

ロロ■口■国■■ロロロロ■□■田ロロロロロ躊回駆■■           |‐ rtiIュ tザ聾
`il■

○耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物について、その旨を表示することができる制度を創設。

(※ )東日本人震災後の
A市役所の損傷状況

6

Ｆ

　

・

倒壊等の危険性が高い場合



3.住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方 0国土交通省

特定建築物(指導口助言対象)    IR引
=≧
‐ 全建築物 (指導・助言対象)

断・耐震改修の努力義務

・多数の者が利用する建築物
・危険物の貯蔵場等
・避難路沿道建築物

指示口公表対家  | ~   ~~~~~¬
①不特定かつ多数の者が利用する建築物     |
病院、劇場、百貨店等

②避難確保上特に配慮を要する者が利用する建築物
学校、著スオース芋

③一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場
火薬類、石

'由

類等を貯蔵方る倉庫等

【耐震診断の徹底のための規制措置改正 (案 )イメージ】 ※赤字は新規措置

耐震診断・耐震改修の努力義務
・住宅や小規模建築物等
・多数の者が利用する建築物
・危険物の貯蔵場等
・避難路沿道建築物

①不特定かつ多数の者が利用する建築物
病院、身場、百貨店芋

②避難確保上特に配慮を要する者が利用する建築物
学校 ,著スオースーf~

③一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場
火薬類、石,由類等を貯蔵する倉庫芋
④避難路沿道建築物

7

指示・公表対象

耐震診断義務対象

・耐震診断の義務・耐震改修の努力義務
・耐震診断結果の公表、命令、代執行等

上記①～③のうち大規模な建築物

上記④のうち地方公共団体により指定された特
に重要な避難路の沿道建築物

地方公共団体により指定された防災拠点となる

建築物



3.住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方
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(2)講ずべき施策(案 )
③ 信頼できる業者の育成
○ 耐震診断の水準を確保するため、耐震診断の義務付けの対象となる建築物の耐震診断を実施しようとする

者については、建築士等の一定の資格を有し、かつ、耐震診断に関する講習を受講した者とする。

O国 、地方公共団体と建築士関係団体等とが協力して講習の受講を促進する。
Oま た、受講を修了した技術者についてHPで名簿を公表し、消費者力淋目談しやすい環境を整備する。

【現行の取組み】 【今後の取組み】

○ 耐震改修促進法上、耐震診断・耐震改修設計
の資格者の定めなし。

O(―財)日本建築防災協会 (耐震改修支援セン
ター)等において、建築技術者、建築行政担当

者等向けの耐震診断・耐震改修設計に関する講

習会を実施。
く受講者数累計 (平成8～24年)>

木造 鉄筋コンクリート造 鉄骨造

54,315イ呂 27,380名 14,970名

・耐震改 に

き、消費者からの相談に対応可能な建築士事務
所を同センターのホームページで紹介。
<耐震診断、耐震改修を実施する建築士事務所lT成 24年 11月現在)

木造 鉄筋コンクリート造 鉄骨造

1,673事務所 1.528事務所 1,472事務所

※ 耐震診断義務付けについて懸念される点

技術者が足りない 50%(12団体中6団体)
'平成2年11月地方公共団体に対するアンケート(国土交通省実施)

○ 耐震診断の義務付けの対象となる建築物の耐
震診断は、次の者が行つたものに限定。

① 建築士等の一定の資格を有する者
かつ、
② 耐震診断に関する講習を受講した者

○ 地方公共団体毎に耐震診断の実施に必要な
技術者の数を調査・把握した上で、耐震診断・耐
震改修設計に関する講習の受講を促進。

○ ホームページの充実により、耐震診断・耐震改
修設計が可能な者を公表。
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3.住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方
０
一
国土交通省

(2)講ずべき施策(案 )
④ 適切な工法・費用・効果等が判断可能な情報提供・相談体制の充実
○ ,肖費者による適切な工法口費用・効果等の判断が可能となるよう、地方公共団体や公的機関等による的

確な情報提供・相談体制の充実を図る。

【現行の取組み】

○市区町村における相談窓口設置状況

相談窓口設置市区町村   全国(1,742市区町村)

【今後の取組み】

に占める割合
○耐震改修事例のデータベースの整備

耐震改修を行つた事例を収集し、二
法口費用・耐震性の向上の効果などを

データベース化。HP等で公表すると
ともに、地方公共団体における相談
窓口において活用。

○ 先導的な取組みの紹介口普及

各地方公共団体における先導的な

情報提供日本目談の取組みをホーム
ページ等で公開し、他の地方公共団
体における取組みを促進。

○ 相談窓回の設置促進

全市町村に設置を目指し、未設置
市町村に窓回設置を要請。○耐震改修支援センターによる情報提供

(HPにおいて、各都道府県の相談窓口を紹介)

1,444市区町村    829%
※平成24年4月 1日現在 国土交通省調ベ

○地方公共団体による情報提供口相談の取組事例

説明会・学習会の実施 PRパンフレットの作成

菫國l葺了■II

耐震改修工法の紹介
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3.住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方 〇
一
国土交通省

(2)講ずべき施策(案 )
⑤ 居住・使用状況に大きな支障を来さない新たな耐震改修工法の活用促進
O居 住・使用状況に大きな支障を来さない新たな耐震改修工法の活用促進を図るため、耐震改修計画の
認定制度の要件の緩和を図る。

○ 増築をすることがやむを得ないと所管行政庁が認める場合は、指定容積率及び指定建ぺい率を超える
ことができるものとする。

耐震改修促進法による耐震改修計画の認定制度

【現行制度】
○増築を伴う耐震改修を次の場合に限定。
・柱の径を増加させる場合
・壁の厚さを増加させる場合
・柱又は壁のない部分に柱又は壁を設ける

場合(ピロティ増築など)
○指定容積率、建ぺい率の範囲内での増築
に限定。

|○地震に対する安全性の向上を図るため必

1 要と認められるものについても対象とする。

10増築をすることがやむを得ないと認める場
1 合は、指定容積率及び指定建ぺい率を超
| えることができるものとする。

■ 現行制度で認められない耐震改修工法の事例
現場打ち鉄筋コンクリート外付けフレームエ法 (外付
けフレームエ法)を採用し、現場打ち床を介して一体
化する方法により、耐震補強を行うケース。
バルコニー床等の増築となるため、現行法では認定
対象外。

平面国

イメージロ
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参考(耐震改修促進法の概要 )
０
一
国土交通省

平成7年 12月 25日施行

平成18年 1月 26日 改正施行

・住宅、多数の者が利用する建築物の耐震化の目標(75%(H15)→少なくとも9割 (H27))

・耐震化の促進を図るための施策の方針

・相談体制の整備等の啓発、知識の普及方針

・耐震診断、耐震改修の方法 (指針)

lll:l:::lilittil日

・耐震改修促進計画の策定状況(H24)

都道府県100%、 市区町村90%
・耐震化率(H20)

住宅790/o、 多数の者が利用する建築物80%
・指示等の実施状況(H7～ H23)

才旨導・助言 57,945件  指示2,168{牛

・計画認定件数(H7～ H23)8,316件

・市区町村における補助制度の整備状況(H24)

耐震診断 住宅79%、 建築物35%
耐震改修 住宅73%、 建築物11%

耐震改修計画
の認定

地震に対する安全性が確保
される場合は既存不適格の
ままで可とする特例

・住宅、多数の者が利用する建築物の耐震改修等の目標

・公共建築物の耐震化の目標

・目標達成のための具体的な施策

・緊急輸送道路等の指定

所有者に対して耐震診断・耐震改修の努力義務

建
築
基
準
法
に
よ
る
改
修
命
令
等

倒
壊
の
危
険
性
が
高
い
場
合

0多数の者が利用する一定規模以上の建築物
学校、病院、劇場、百貨店、賃貸住宅、事務所等

O危険物の貯蔵場等
火薬類、石油類等を貯蔵する倉庫等

O倒壊した場合に道路を開塞させる住宅等

0不特定かつ多数の者が利用する一定規模以上の建築物
病院、劇場、百貨店等

0避難確保上特に配慮を要する者が利用する一定規模以上の建築物
小・中学校、保育所、老人ホーム等

0-定規模以上の危険物の貯蔵場等

1罰則□



参考(予算・税制等の支援策 )
９
一
国土交通省

i

O耐震診断
・民間実施 :国と地方で2/3
・地方公共団体実施:国 1/2
0耐震改修

建物の種類 交付率

緊急輸送道路沿道 国と地方で2/3

避難路沿道 国と地方で1/3

その他 国と地方で23%

◇住宅・建築物安全ストック形成事業(抜粋)

※H22年度以降は社会資本整備総合交付金において実施。

住宅(共同住宅を含む)

◇耐震改修促進税制

◇住宅金融支援機構による融資制度

※住宅・建築物の耐震化に係る事業については、地域住宅計画に基づく事業、社会資本整備総合交
付金の効果促進事業においても実施可能。

・民間実施 :国と地方で2/3
・地方公共団体実施 :国 1/3(緊急輸送道路沿道の場合は1/2)

0融資限度額:原則として150万円/戸
(共用部分の工事費の30%が上限)
○金利 :原則として償還期間10年以内104%
(平成25年 1月 4日現在)

0
建物の種類 交付率

緊急輸送道路沿道
物
物
築
築
建
建
共
間
公
民

国1/3
国と地方で2/3

避難路沿道
公共建築物
民間建築物

国1/6
国と地方で1/3

多数の者が利用する建築物
(3階建、1,000ド以上の百貨店等)

公共建築物
民間建築物

国115%
国と地方で23%

避難所等
(地域防災計画に位置付けられた建築物等)

公共建築物
民間建築物

国1/3
国と地方で2/3

0所得税 (H25まで)
・耐震改修に要した費用と当該工事に係る標準的な工事費用相当額のいずれか少ない金額の10%相当額(上限20万円)を所得税から控除
○固定資産税 (H27まで)
・一定期間固定資産税額(120r相当部分まで)を可/2に減額

○融資限度額:1,000万円
(住宅部分の工事費の80%が上限)
O金利:償還期間10年以内134%、 11年以上20年以内177%
(平成25年 1月 4日現在)



⑫ 国土交通省
(参考)耐震化の現状(耐震化目標 )

住宅の耐震化の進捗状況 特定建築物の耐震化の進捗状況
*特定建築物 1学校、病院、百貨店等の多数の者が利用する一定規模以上の建築物

「高
~‐ ~扁
死嘉書

1  耐置性あり "3550カ 戸
配震性なし 釣1150万 戸
X平成 15年の推計植

8戸数    詢4950/」 P
口震性あり 約3900万 戸
口震性なし 釣1050万 戸
※平成20年の推計値

耐震化率 tlフ 9%

L:懇
確:霧1

※ 平成27年の戸数は平成17年
に設定したもの。

緯縁諏     詢36万棟
耐震lrあり  詢27万棟
耐a性なし   口9万揉
※平成15年の推計値

耐震化率 的75%

口震性あり  約33万棟
口●性なし   釣8万檬
※平成20年の推計値

耐震
`じ

率 的8096

平成27年 く目D

※ 平成27年の棟数は平成17年
に設定したもの。

平成15年

耐2化率 的7596

平成20年 平成27年 (日鷹) 平成 15年 平成20年

ヽ

計

・

詢41万棟

平成15年 ‐ 平成20年   ‐―
建替 約90万戸
改修 約30万戸

平成16年 "平成20年
改修 減失 約2万棟

※ 平成20年の棟数は、平成
18年の耐震改修促進法
の改正により特定建築物
の対象範囲が拡大したこ
とに伴う増加棟数を含む。

●平r2246月 10日に口議決定された新成長颯略.平成23年 3月 15日 :=口議決定された性生活基本II百 .
平成

“

キ7月 3:日にロヨ鋏■静 た日本再生●●では、住宅0■
=化
率を平成
"年
までに9睫する日

=を
識定.

耐震性なし

=棟
数 鉤40万棟
耐震性あり  約36万棟
●●Lなし  鉤4万練
※平成27年の推計値

-
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(参考 )都道府県別耐震化率の状況 9国土交通省

都道府県 住宅
小中学校

(公立 )
病院

防災拠点

となる公

共施設等

都道府県 住宅
小中学校

(公立 )
病院

防災拠点
となる公
共施設等

都道府県 住宅
小中学校

(公立 )
病院

防災拠点
となる公
共施設等

北海道 81%(※ ) 74% 61% 68% 石川県 72%(※ ) 82% 58% 78% 岡山県 70% 73% 40% 71%

青森県 71%(※ ) 90% 59% 80% 福井県 69% 82% 6096 76% 広島県 74% 63% 53% 6096

岩手県 67% 84% 48% 75% 山梨県 74%(※ ) 97% 70% 89% 山口県 70% 69% 53% 7酬

宮城県 77% 98% 73% 90% 長野県 71%(※ ) 9216 54% 82% 徳島県 72%(※ ) 86% 51% 74%

秋田県 66% 86% 65% 74% 岐阜県 71%(※ ) 87% 54% 83% 香川県 72% 89% 4896 80%

山形県 74% 80% 71% 7596 静岡県 7996 99% 74% 93% 愛媛県 71% 72% 49% 68%

福島県 76% 72% 44% 72% 愛知県 32% 98% 56% 92% 高知県 70% 77% 44% 72%

茨城県 75%(※ ) 71% 55% 68% 二重県 78% 97% 60% 91% 福岡県 79% 84% 49% 83%

栃木県 76%(※ ) 79% 63% 70% 滋賀県 7896(※ ) 95% 75% 32% 佐賀県 68% 8116 52% 76%

群馬県 71% 82% 61% 78% 京都府 78% 92% 42% 82% 長崎県 71%(※ ) 77% 52% 76%

埼玉県 83%(※ ) 86% 63% 82% 大阪府 78% 79% 52% 79% 熊本県 72%(※ ) 88% 47% 77%

千葉県 82% 76% 53% 74% 兵庫県 82% 87% 58% 80% 大分県 70% 79% 68% 78%

東京都 87%(※ ) 97% 61% 94% 奈良県 76%(※ ) 79% 57% 73% 宮崎県 72% 8796 61% 80%

神奈川県 86% 9596 68% 91% 和歌山県 70%(※ ) 89% 50% 7916 鹿児島県 71% 90% 53% 79%

新潟県 76% 83% 58% 77% 鳥取県 7酬 76% 60% 73% 沖縄県 82% 78% 59% 78%

富山県 68%(※ ) 7696 69% 75% 島根県 65% 79% 59% 73%

(注)1住 宅:2008年、公立小中学校:2012年、病院:2010年、防災拠点となる公共施設等:2012年
2住宅の耐震化率は、都道府県からの報告をもとに作成、一部 (※印の都道県)は国土交通省にて推計。

資料)国土交通省、文部科学省、厚生労働省、消防庁資料より国土交通省作成 14



(参考 )公立学校施設及び防災拠点の耐震化の状況
０
一
国土交通省

公立学校施設の耐震化の状況

田
公立学校施設の耐震改修状況 (4ヽ中学牧 )

t■ ■
=積
山 ヨ ヨ 輌 諄 哺 手 双゛ F=石 ● 山 二麟

"贅
=コ 凛 大 長 奈 ,■ ■ ロ ス 山 ■ ■ ■ ■ ● 俵 ■ ,大 2● 沖

当 n,■ 田 椰 ュ 織 末 鳥 玉 買 章秦 ヨ 山 H■ 製
"●
口
"■
■■l贖 庫 良 摯 D■ 山 ら口 島 ,1■ 梵 目 ll口 ふ 分 ll■ 颯

週
'■
,0■ ●魚曖彙県口●月彙島

'彙
県颯凛凛菫彙暉府自睾彙山熙颯●皐颯 n颯 颯●口暉県椰暉●B颯

●t●‐●●●̈ ●焙              摯                    ●                    ●

出典 :文都科学省発表資料

防災拠点となる公共施設等の耐震化の状況

地方公共団体力噺有又は管理する防哄拠点となる公共施設等のい

0平成 23年度末 :793%
平成 23年度末時点で地方公共団体が所有又は管理する防災拠点となる公共施設等は

:91042棟で、このうち151競線の螂 が確保されており、耐震率は793%となります。

なお、前回調査 (平成22年度末 :757%(被災 3県除き))と比較すると、36ポイント上

昇しました。

O耐震率の高い上位3都道府県
1 東京都 (93896)、 2 静田県 f926%)、 3 愛知県 (91796)
O耐震率の高い上位 3施設
1 文教施設 (校舎・体育0 (8371)、 2 消防本部・消防署所 (788%)、
3 診療施設 974%)
※ 前回調査 (平成22年度力 は、東日本大震災の影響により、増悸県、宮城県及颯 県並
びにこれら3県内の市町村のデータについてlanぃた数憧により集計している。

く耐震準 (平成m(22)年度末))

V="年ま末

7'2年■末

(1,1● 2● )

(1294'1緯 )

出典 :消 防庁発表資料
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(参考)南海トラフ巨大地震等の被害想定 轡国土交通省

○南海トラフ巨大地震の被害想定(平成24年 8月 29日 )において、最大で建物全壊焼失棟数238万 6千棟、死者32万 3千
人と想定されている。
※首都直下地震における被害想定については、現在内閣府により検討中。

954千棟～2,382千棟

951千棟～2,371千棟

940千棟～2,364千棟

965千棟～2,386千棟

■被害想定の比較

80千人～323千人

50千人～275千人

32千人～226千人

32千人～229千人

■南海トラフ巨大地震被害想定の概要

死者数(人 ) 建物全壊焼失棟数(棟 )

東海地震(H15) 7,900 9,200 230,000   ～  260,000

東南海・南海地震(H15) 12,000  -  18,000 330,000   ～   360,000

南海トラフ巨大地震(H24) 32,000  - 323,000 940,000   ～  2,386,000

基本ケースの農度分布
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(参考)特定建築物(1旨示対象 )の耐震化の状況 0国土交通省

○所管行政庁による指示対象となっている特定建築物 (旧耐震基準)全体では、耐震診断実施率が68.5%、 耐震性があ
ると判明しているものの割合は481%となつている。
○規模別にみると、大規模なものの耐震化が遅れており、例えば5,000ぷ以上の特定建築物では、耐震診断実施率が

593%、 耐震性があると判明しているものの割合が41.0%となつており、ともに平均を下まわつている。

*指示対象特定建築物(法第7条第2項 ):病院、劇場、百貨店等の不特定かつ多数の者が利用する一定規模以上の建築物
及び小・中学校、保育所、老人ホーム等の避難確保上特に配慮を要する者が利用する一定規模以上の建築物

指示対象

特定建築物

指示対象特
定建築物旧

耐震ストック

棟数 (a)

指示対象特

定建築物旧

耐震全ス

トックに占め

る割合

耐震診断実施棟数(b)

うち耐震性
あり
(c)

うち耐震性
まし

耐震改修実

施棟数

(d)

旧耐震のう
ち耐震診断

実施率

(b/a)

旧耐震のう
ち耐震性あ

りの割合

((c+d)/a)

750耐以上～2,000甫

未満
8,974 207% 7,607 2,026 5,581 3,515 84.8' 61.7%

2,000ぷ以上～3,000

ぷ未満
13,784 31.8% 9,388 1,911 7,477 4,592 68.1鴨 47.2%

3,000「以上～5,000

パ未満
10,908 25,2% 6,974 1,319 5,655 3,531 63.9引 445ツ

5,000雨以上 9,644 2239` 5,720 1,395 4,3251 2,560 59.31 41_0%

合計 43,310 100 29, 6,651 23,0381 14,198 68.5〕 481%

出典 :都道府県アンケート(平成24年 8月 )の集計値 (福島県を除く。)

※規模が不明のもの及び危険物の貯蔵場等を除いている。
17



(参考 )防災拠点の耐震化 0国土交通省

○大規模地震等の災害時に、被災地において救援、救護等の災害応急活動の拠点となる施設である防災拠点については、早
急に耐震化する必要があるが、耐震化が遅れている現状。

○東日本大震災においても、市役所庁舎が被災し、使用できなくなつたため復旧・復興業務に大きな支障が生じた。

東日本大震災において防災拠点が被災した事例(A市役所)

全棟数
(a)

耐震済

棟数

(b)

耐震化率
(b/a)

昭和56年

以前
建築の棟数

(c)

耐震診断

椋数
(d)

昭和56年 以前

建築物の

診断率

(d//c)

庁舎 9007 670' 331C 687,

警察本部、

警察署等
5.239 762峡 568'

消防本部、

消防署所
5,05( 1,450

診療施設 3,003 2.32( 774,

文教施設

(校舎、体育館 )
113201 94,77ξ 83フ

'

65164 62.423 958察

県民会館
・公民館等

16,50( 1147( 695' 3079 456貿

体育館 4.63( 1.906 4901F

その他 10.33ξ 734, 3.888 460"

社会福祉施設 22691 17.04C 10.46〔 6319 604,

合計 191,042 :51,50( 98.41〔 81,054

【A市役所本庁舎の被災とその影響】
(1)建築物概要

構 造 :RC造 一
部 SRC

建築面積 :約2,400ぽ

建築延面積 :約12,000耐

建築年 :昭和47年築
(2)被害の概要
・ 壁・柱にひび割れなどの損傷。
・ 耐震診断を再度実施し、IS値が03を下回ることが判明。
(3)復 旧・復興業務への影響
○ 災害対策本部や窓口機能を、隣接する市有施設に移転し、緊急的
に対応。
O 市役所機能を10箇所以上に分散。
O 行政サービス窓口も分散し、市民が混乱。

<壁の損傷>

■中央防災会議における対策の検討状況
ア)防災対策推進検討会議最終報告(平成24年 7月 31日 )
「                                                       や電源確保を含め
た防災機能の強化を促進すべきである。」

(平成23年度末)

出典 :消防庁発表資料

イ)首都直下地震対策について(首都直下地震対策検討ワーキンググループ)(平成24年7月 19日 )

予防対策の重点的な実施【検討の方向性】「



(参考 )避難路沿道建築物の耐震化
ie国土交通省

○避難路沿道建築物については、多数の者が利用するものとは限らないが、地震時の倒壊により道路の通行を妨げ、多数の

者の円滑な避難を困難とするおそれがある場合は、第二者に対して多大な悪影響を及ぼすこととなる。

○現在、政府の中央防災会議においては、南海トラフの巨大地震等における対策のとりまとめ作業が進められており、今後よ

り具体化されていくが、現時点においても道路沿道の建築物の耐震化の必要性が求められている。

■避難路の問題点 (地震発生から日没まで)

(対象 :983人 複数回答あり)
(参考)道路沿道建築物の倒壊による道路閉塞の事例

O阪神 淡路大震災(H7)

10%   20%   30%   40%   50%

:                (99ノ、)
,●………●●…ガniギ鉄道がど捗ありf・

・・̈ ・

迂回しなければならなかった(23人 )

1言号が点灯していなかった

(373人 )

橋や踏切など危険なところを

通行せざるを得なかった(54人 )

津波の水や漂流物があつて

通行しづらい状態だつた(70人 )

沿道に車が乗り捨てられていて

進みにくかった (13人 )

周りに人がいず、不安になつた

(20り、)

段差が多いなど高台まて

簡単に登れる道がなかつた(39人 )

道路が入り組んでわかりにくかつた

(9人 )

標識など避難場所までの

行き方を示す道標がなかつた(12人 )

407%

その他(194人 )

特に困つたことはなかつた

(56ノ、)

■中央防災会議における対策の検討状況
ア)防災対策推進検討会議最終報告(平成24年7月 31日 )
「津波対策については、避難路沿いの建築物の耐震化や、建築物、自動車、船舶

イ)首都直下地震対策について(首都直下地震対策検討ワーキンググループ)(平成
24年 7月 19日 )
「首都直下地震により、同時多発的に火災が発生し、建物の倒壊等で道路が閉塞
され、初期消火が遅れることにより、市街地が延焼し、火災被害が拡大するおそれ
があるJ

ウ)南海トラフ巨大地震対策について(南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー
プ)(平成24年7月 19日 )
「避難路・避難階段等については、…・整備していくべきである。また、多くの避難者
が集中する区間について必要となる容量を踏まえ、十分な幅員を確保するとともに、

が寸断されないよう耐震化対策を実施し、安全性の確保を図るべきである。」 19
(出典)東日本大震災の津波被災現況調査 (第 3次報告 )



(参考)地方公共団体の独自の取組み(緊急輸送道路等沿道建築物関係 ) 0国土交通省

①東京都の取組み

■ 緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業により補助を実施。

【補助割合 (特定緊急輸送道路沿道建築物の例 )】

○ 耐震診断 (分譲マンション及び延ぺ面積10,000パ 以下の建築物)全 額
(上記以外の建築物)4/5

0耐 震改修・除却・建替え(延べ面積5,000甫以下の部分)5/6
(延べ面積5,000耐を超える部分)1/2

口実績 (平成24年 12月 末 )

対象建築物 :4,916棟

うち報告済 :4,329棟

うち診断済:1,181棟

うち耐震性あり:224棟
うち改修済み:301棟

うち耐震性なし:656棟

うち未診断:3,107棟

うち未提出:587棟

②和歌山県の取組み

○津波発生時の避難路の沿道の建築物について、当該建築物等の所有者等に対し、
耐震改修等の措置をとることを勧告・命令するなどにより、耐震化を進める条例を制定。

0緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断を義務化する条例を制定。
O補助の実施により当該建築物の耐震診断・耐震改修を強力に推進。

■ 特定緊急輸送道路沿道建築物への耐震診断の義務付け

主な義務  ○ 耐震化状況の報告 (義務)
O耐 震診断の実施 (義務)
○ 耐震改修等の実施 (努力義務)

*耐震改修等 :建替え・除却等を含む
■ 義務不履行の場合の措置  公表制度や過料・罰金

対象者 :すべての条件

を満たす建築物の所

有者

■ 都民への情報提供 特定緊急輸送道路の主要な区間ごとの耐震化状況を公表

|   じ員‐[   |

■ 制限

特定避難路沿しヽ こおける建築物等は、倒壊により津波からの円滑な避難に支障を生じるお

それのないものとして定めた基準に適合するものでなければならない。

■ 措置

○ 違反建築物等の所有者等にIよ、耐震改修等の措置をとることを勧告・命令

○条例施行以前から基準に適合していない建築物等であつても円滑な避難に著しく支障を生

じるおそれがあると認める場合に勧告・命令

○ 勧告、命令に従わない場合は公表

○ 命令に従わない場合で、著しく/AN益に反すると認められる場合は行政代執行の対象

※特定避難路:特に重要な避難路について県が指定

~颯 ホ予彗哺城

。
 111おこ:皆薔tF
0 ■■1暉4●
ⅡⅡ中 ,`足 腱口諄

海

※特定避難路 (緑
色の線)沿道の建

築物が規制の対
象。



(参考)耐震診断・耐震改修マーク表示制度 0国土交通省

○既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会や各地方公共団体において、耐震性のある建築物に表示できる

制度を創設している。

“

メ

ロ

”

耐震診断/耐震改修清建築物 横浜市
耐震改修済証

【東京ヨ∫耐震マーク】



(参考 )耐震判定委員会等の設置状況 ０
一
国土交通省

○ 所管行政庁においては、耐震診断や耐震改修計画が適切であることを、学識者や実務経験者からなる第
二者機関 (耐震判定委員会等)に確認することを求める場合がある。

O全 国に85団体が設置されている。

■(公財)東京都防災・建築まちづくリセンターによる

耐震改修計画評定委員会

■(一財)岩手県建築住宅センターによる建築耐震診断・耐震改
修判定委員会

昭千156年以前に建築された建動

文教施設

定委員会

小委員会

|
本委員会

東京椰防災 `重築
まちづくリセンタ

耐震診断の実施 (耐震性の確認と改修対応)

m   回改修不要

END

:`定不要   耐震改修促進法に基づく     ιじ定不要
建築基準法の特例適用が必要
融資制度等の優遇措置力泌 要
〔認定中請が必要〕    改修計画の策定

:T価機関による、雨提 診断結果又は耐震改修計画の判定(有料)
(本造住宅等の軽微な構造・規模は含まない。)

(―財)岩手県建築住宅センター建築耐震診断・耐震改修判定委員会

耐震改修促進法に基づく申・d・

所管行政庁審査 (県 )

認 定

所

管

行

政

庁

補助申請等 (教育委員会)

22



(参考)耐震改修促進法に基づく指示等、認定の状況 0国土交通省

○耐震改修促進法に基づく指示等については、指導・助言は多いものの、指示が少ない。

○耐震改修促進法に基づく耐震改修促進計画の認定については、あまり進んでいない状況。認定された建築物の用途は学校・

体育館が最も多い。また、公共建築物が多く、民間建築物が少ない。

・耐震改修促進法に基づく指示等の実施に関する状況 (H23までの累計件数)

単年 116年度まで

盟計

Hlフ年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

指導助言 5642 0389 3944

指示 1969 0 1 0

報告徴収 1592 0 2

立入検査 1 0 1 2

・耐震改修促進法に基づく認定件数 (H7～ H23)

H8 H9H10 HllH12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

年度

|

０

　

　

　

０

　

　

　

０

０

　

　

０

　

　

０

８

　

　

６

　

　

４

定

数

認

件

学校・体育館

病院・診療所

社会福祉施設等

ホテル・旅館等

店舗・百貨店

庁舎・事務所

住宅・寄宿舎

その他

‐ 6

54

149

24

85

239

81

)

認定件数 公 共 民 間

合計 8,316 7,475 841



0国土交通省論議るけお”Ｌ議〈〓災防央中
ヽ
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Ｉ
ヽ

0東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告 (平成23年 9月 28日 )
「建築物の倒壊は、死者発生の主な要因となるとともに、火災の発生や延焼、避難者・災害廃棄物の発生など被害拡大と応急対策活動の阻害の主

な要因となることから、
政面などの支援方策について配慮すべきであるd

O地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会報告(平成24年 3月 )
「庁舎が地震により被災し、災害対応に使用することが困難になる場合や、停電により災害対応に支障が生じる場合が想定されることから、庁舎の

耐震化、非常用発電や非常用通信設備の整備、燃料の備蓄等の対策を計画的に進めるとともに、停電の長期化等に備えた燃料の確保策をあらか
じめ検討しておく必要がある。」
「避難所となり得る公的施設(公民館等)の耐震化は、着実に実施されているものの十分ではなく、特に市町村が管理する施設の耐震化が遅れて
いるのが現状である。」
「住民等が安全で確実に避難できるよう、避難所の耐震化を進めるとともに、通信機能の充実や非常用電源の整備など避難所として必要な防災機
能の整備を進める必要がある。」
「

の財政支援を通じて、住宅の耐震化を促進する必≡がある。」

O防災対策推進検討会議中間報告 (平成24年 3月 7日 )
「住宅、学校や病院、石油供給に係る施設等の建築物・構造物について、耐震化等の安全性の確保に取り組むべき(天丼材等の落下防止対策と
いつた非構造部材の耐震化を含む )。 」

○防災対策推進検討会議最終報告 (平成24年7月 31日 )
「避難所となる学校施設等については、構造物の耐震化の推進とともに、天丼材等の落下防止対策といつた非構造部材の耐震化や電源確保を含
めた防災機能の強化を促進すべきである。」

「住宅・学校・病院等の建築物やライフライン、インフラ施設等の構造物の耐震化を引き続き推進するとともに、天丼材等の建築物の非構造部材の

脱落防止対策、家具の転倒防止対策についても推進すべきである。」

「津波対策については、避難路沿いの建築物の耐震化や、建築物、自動車、船舶等の漂流物対策を行うべきである。」

24



(参考 )中央防災会議における議論② 0国土交通省

○南海トラフ巨大地震対策について(中間報告)(南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ)(平成24年 7月 19日 )

「広範囲で発生する強い揺れに対しては、住宅・建築物の耐震診断・耐震改修、重要インフラの整備・耐震化等の取組を強化していくことが重要であ

生 」
「避難路・避難階段等については、…・整備していくべきである。また、多くの避難者が集中する区間について必要となる容量を踏まえ、十分な幅員

を確保するとともに、地震による澄重建築物⊇倒壊、落橋、土砂災害、液状化等の影響により避難路等が寸断されないよう耐震化対策を実施し、安
全性の確保を図るべきである。J
「住宅・建築物の耐震診断・耐震改修については、これまでも支援措置が講じられてきているところがあるが、一層の推進を図る必要がある。」
「庁生 澁防畳など■豊吐の拠点となる施殷や、学校、症院、駅笠多数の萱が利用する施設に2いても、円狙な応急活動⊇確保や被災査の発生の
抑制を図るため、耐震診断、耐震改修を一層推進する必要がある。」
「毒性物質等を含む危険物の漏洩等により住民等に被害が生じないよう、危険物の施設における耐震対策を強化していくことも必要である。」

○南海トラフ巨大地震対策の被害想定について(第一次報告)(南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ)(平成24年 8月 29日 )

「国民一人一人が、…・強い揺れに備えて建物の耐震診断・耐震補強を行う…・等の取組を実施することにより、一人でも犠牲者を減らす取組を実

施することが求められる。」

○首都直下地震対策について(中間報告)(首都直下地震対策検討ワーキンググループ)(平成24年7月 19日 )

「避難所への避難が必要となる者を減少させるため、住宅・建築物の耐震化・不燃化、ライフラインの耐震化、家庭における備蓄等を促進する必要
がある。」
「皇撞施聖隻の既盗の避壁亜の耐震化 (リト構造部材の耐震対策を含む)や防災機能強化を促進する…・必要がある。」
「首都直下地震により、同時多発的に火災が発生し、建物の倒壊等で道路が閉塞され、初期消火が遅れることにより、市街地が延焼し、火災被害
が拡大するおそれがある」
「生翔 の耐震化墜董塞に進んできているが、地震発生後の火災被害や避難者の発生等にも影響することから、さらにその取組を推進する
必要がある。」
【検討の方向性】「                             」「庁舎等の応急対策活動の中心となる施設や学校施設等
の避難所の耐震化や防災機能の強化
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」

O津波避難対策検討ワーキンググループ報告(平成24年7月 )
「避難を迅速に行うことができるよう、避難経路における電線の地中化、避難経路に面する建物の耐震化、ブロック塀の転倒防止、落橋防止、盛土

部の沈下防止等の対策を引き続き実施する必要がある。」
「地震発生後、避難の妨げになったり、後片付けをしなくても済むよう、住宅の耐震化、家具の転倒防止対策、食器等の落下防止対策等
必要な対策を進める必要がある。」
「避難路については、多くの避難者が集中する区間について必要となる容量を踏まえ、十分な幅員を確保するとともに、地震による沿道

建築物の倒壊、落橋、土砂災害、液状化等の影響により避難路が寸断されないよう耐震化対策を実施し、安全性の確保を図る必要がある。」
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